
令和６年６月公表分〔本庁（出先機関を含む）〕 （業務委託）

1
総務部
税務課

法人二税税制改正
に伴う税務システ
ム改修業務委託

令 和 6年 5月 20日
（株）日立製作所中国支社
広島市中区袋町５－２５

65,455,500

　本業務は税務システムのうち、法人二税課税システムのオン
ライン機能、各種統計資料作成機能等の広範囲にわたる改修で
あり、本システムの構築及び保守運用業務を行っている当該業
者以外に履行できる者はいないため。

第 ２ 号

2
環境文化部
スポーツ振興課

岡山県アスリート
就職支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

1,456,776

　本事業は、アスリートの県内就職を促進し、成年選手の確
保、競技経験豊富な指導者の育成を図ることを目的とするもの
である。また、アスリートの就職活動を取り巻く環境の現状や
課題を把握し、関係団体等との情報交換を行うものであるが、
こうした情報収集及び発信には企業や大学・競技団体との連携
が不可欠である。岡山県スポーツ協会は、県下における体育・
スポーツの普及振興に努め、関係団体等と密に連携することが
可能であることから、契約の性質又は目的が競争入札に適しな
いため。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

3
環境文化部
国民スポーツ大会
推進室

冬季スポーツ・
OKAYAMA応援事業業
務委託

令 和 6年 5月 23日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

4,346,320

　本事業における「子ども等体験教室」については、スケート
競技（ショートトラック・フィギュア）・アイスホッケー競技
について、実施内容、開催するアイススケートリンクの選定、
参加者の選定（応募受付、結果通知等含む。）、代金の支払
い、県民への広報等の事務を委託するものである。
　業務を進めるにあたっては、実施日、参加人数やその他詳細
について各競技団体や各アイススケートリンクと調整する必要
がある。
　上記の者は、その性質上平素から、特に「第79回国民スポー
ツ大会冬季大会スケート競技会（ショートトラック・フィギュ
ア）・アイスホッケー競技会」の本県開催に向け、各競技団体
や各アイススケートリンクと連絡を取っており、それぞれの状
況等も把握しているため、本業務に関する調整も迅速かつ綿密
に行うことが可能である。
　また、スポーツイベントの経験が豊富であり、その経験・知
識により様々な調整を円滑に進めることが可能である。
　以上のとおり、上記業者は本業務を経済的かつ効率的に実施
できる唯一の者である。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

4
保健医療部
医療推進課

医療介護多職種連
携体制整備事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（一社）岡山県介護支援専
門員協会
岡山市中区西川原２５１－
１

3,249,270

　本事業に係る専門的知識を有することが必須であり、介護保
険施設等との円滑な協力関係が不可欠である。このため、これ
らの条件を満たす団体は他になく、契約の性質及び目的が競争
入札に適さないため。

第 ２ 号

5
保健医療部
医療推進課

小児等在宅医療連
携拠点事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）旭川荘
岡山市北区祇園８６６

7,854,716

　本事業内容を的確に遂行するためには、本事業に係る専門的
知識を有することが必須である。また、小児在宅医療を担う地
域の医療・介護事業等との円滑な協力関係が不可欠であり、そ
れを全県的に実施できる団体は旭川荘の他なく、契約の性質及
び目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。
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契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
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第１６７
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6
保健医療部
医療推進課

災害時医療従事者
養成・核所事業

令 和 6年 4月 22日
岡山赤十字病院
岡山市北区青江２－１－１ 3,325,740

　本事業は、各災害拠点病院の職員等を対象に、災害医療の意
義・災害現場における他機関との連携等を内容とした研修を実
施することにより、災害医療に係る従事者の養成・確保を図る
ものであり、事業の性質上、競争入札には適しない。また、本
事業を適切かつ効果的に実施できる者は、災害医療救護要員等
の訓練・研修機能を有する機関災害拠点病院である岡山赤十字
病院の他にないため。

第 ２ 号

7
保健医療部
医療推進課

小児訪問看護拡充
事業

令 和 6 年 5 月 1 日
（一社）岡山県訪問看護ス
テーション連絡協議会
岡山市北区兵団４－３９

912,078

　本事業内容を的確に遂行するためには、本事業に係る専門的
知識を有することが必須である。また、訪問看護ステーション
等との円滑な協力関係が不可欠である。このため、上記の条件
を満たす団体は、他になく、契約の性質及び目的が競争入札に
適さないため。

第 ２ 号

8
保健医療部
医療推進課

看護職員出向・交
流事業

令 和 6 年 5 月 1 日
（公社）岡山県看護協会
岡山市北区兵団４－３１

3,023,614

　当該事業は、看護職員の資質向上のため、県内の医療機関等
に事業参加施設の募集をし、施設間の調整や事業の周知等を行
う事業であり、岡山県看護協会のみが唯一当該事業を実施でき
るため、その性質または内容が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

9
保健医療部
医療推進課

看護師等研修責任
者等研修事業

令 和 6 年 5 月 1 日
（公社）岡山県看護協会
岡山市北区兵団４－３１

2,988,436

　当該事業は、看護職員の資質向上・離職防止・復職支援のた
め、県内病院等の医療機関管理者及び看護管理者、看護職員の
研修責任者等について、対象及びテーマに応じた研修会を開催
する事業である。事業を効果的に実施するためには、看護教
育、看護人材確保定着に精通していることが不可欠であること
から、岡山県看護協会が唯一当該事業を実施できる団体であ
り、契約の目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

10
保健医療部
健康推進課

令和６年度禁煙支
援促進等事業

令 和 6年 4月 30日
（公財）岡山県健康づくり
財団
岡山市北区平田４０８－１

1,749,500
　本事業は、禁煙啓発に関する豊富な経験を有することが必要
であることから、岡山県健康づくり財団のみ実施可能であり、
契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

11
保健医療部
健康推進課

在宅歯科医療等に
従事する歯科医療
従事者研修事業

令 和 6年 5月 15日
（一社）岡山県歯科医師会
岡山市北区石関町１－５

1,199,550

　研修会の開催には、地域における在宅歯科診療や医科歯科連
携の分野の専門的な知識を有し、かつ、地域の状況に精通し在
宅歯科診療や医科歯科連携の経験が豊富な歯科医師の協力が必
要であり、本条件を満たす団体は、県下に岡山県歯科医師会し
か存在しないため。

第 ２ 号

12
保健医療部
疾病感染症対策課

令和６年度　結核
医療相談・技術支
援センター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（独）国立病院機構　南岡
山医療センター
都窪郡早島町早島４０６６

3,367,650

　本業務は、結核医療に関する専門的知識や技術を必要とする
業務であり、これらの知識と技術を持つ結核診療に精通した医
師等が従事している医療機関でなければ契約の目的を達するこ
とができないため。

第 ２ 号
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契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号
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消費税の額を含む。

13
保健医療部
疾病感染症対策課

令和６年度　結核
医療相談・技術支
援センター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県健康づくり
財団附属病院
岡山市北区平田４０８－１

1,124,040

　本業務は、結核医療に関する専門的知識や技術を必要とする
業務であり、これらの知識と技術を持つ結核診療に精通した医
師等が従事している医療機関でなければ契約の目的を達するこ
とができないため。

第 ２ 号

14
保健医療部
疾病感染症対策課

全国がん登録業務 令 和 6 年 4 月 1 日

　
（大）岡山大学 岡山大学病
院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

12,370,670

　国立大学法人岡山大学 岡山大学病院は、岡山県がん診療連
携拠点病院（厚生労働省指定）として、県内の地域がん診療連
携拠点病院や地域がん診療病院、がん診療連携推進病院等にお
けるがん診療の質の向上及びがん診療の連携協力体制の構築に
関し中心的な役割を担っている。また、平成23年度からは、院
内に「岡山県がん登録室」を設置し、本県における地域がん登
録及び全国がん登録の業務を行っている。本業務の実施に当
たっては、がん登録に関する専門知識を有する職員と、高度な
セキュリティ対策が施された専用スペースが不可欠であり、岡
山大学病院以外に事業を実施できる者はいないため。

第 ２ 号

15
子ども・福祉部
子ども未来課

保育士登録業務委
託事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）日本保育協会
東京都千代田区麹町１－６
－２

・保育士証の交
付
　3,696円/件
・書換え交付
　1,408円/件
・再交付
　968円/件

　平成13年の児童福祉法の一部改正に伴い、委託する業務内容
が全国的に同一の水準が求められ、特定の者にしか受けられな
い性質のものであるため。

第 ２ 号
単価契約
5,557,200円

16
子ども・福祉部
子ども未来課

令和６年度「子育
て応援宣言企業等
取組推進事業」

令 和 6 年 5 月 1 日
岡山県中小企業団体中央会
岡山県岡山市北区弓之町
４－１９－２０２

5,200,000

　当該法人は、別途実施している「おかやま子育て応援宣言企
業活性化事業」業務を受託し、アドバンス企業の認定事務や新
規開拓に関する業務を行っており、「子育て応援宣言企業等取
組推進事業」を最も効率的かつ効果的に実施できる唯一の事業
者であるため。

第 ２ 号

17
子ども・福祉部
子ども未来課

「こどもまんな
か」職場環境づく
りシンポジウム実
施業務

令 和 6 年 5 月 9 日
岡山県中小企業団体中央会
岡山県岡山市北区弓之町
４－１９－２０２

7,500,000

　岡山県中小企業団体中央会は経済６団体の一つで、日頃から
中小企業の経営等の相談にも応じていることから、中小企業の
情報に精通している。また平成１９年度から実施している「お
かやま子育て応援宣言企業」制度に係る事務を受託しており、
知事賞などの事前審査事務にも精通し、就労規程等の審査基準
への知見も豊富に有しており、当該事業を効果的かつ効率的に
実施できる唯一の事業者であるため。

第 ２ 号

18
子ども・福祉部
長寿社会課

訪問看護供給体制
の拡充事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県訪問看護ス
テーション連絡協議会
岡山市北区兵団４－３９

3,020,800

　当事業は、少人数で事業を実施している訪問看護事業者等が
単独では解決できない、規模拡大や職員の定着支援について、
各訪問看護事業者等が連携し、広域的に推進するもので、在宅
療養についての高度な医学的知識を要するものであり、契約の
性質又は内容が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

19
産業労働部
産業振興課

令和６年度知財活
用人材育成事業業
務委託契約

令 和 6 年 5 月 7 日

（一社）岡山県発明協会
岡山県岡山市北区芳賀５３
０１
テクノサポート岡山３階

2,998,682

　（一社）岡山県発明協会は、知的財産権制度の普及啓発、人
材育成事業の実施、知財総合支援窓口業務の実施等を行う機関
であり、本事業を行うために必要な県内中小企業の知的財産活
用情報や知的財産研修を実施する能力・ノウハウを有している
ため。

第 ２ 号
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

20
産業労働部
産業振興課

フランスでの岡山
デニムプロモー
ションの実施に係
る業務

令 和 6 年 5 月 7 日

（株）ＴＳＳプロダクショ
ン
広島県広島市南区出汐２－
３－１８
ＴＳＳ別館８階

4,040,000

　（株）ＴＳＳプロダクションは、平成30年度～令和５年度に
実施した本業務において、誠実に対応した実績を有し信頼でき
ることに加え、エスモード・パリ校との連絡調整が重要な本業
務において、既に同校との関係構築ができているため、業務の
円滑かつ確実な実施が期待できる。また、10年以上にわたって
フランスを拠点とした番組制作等の活動を展開しており、現地
の情報に詳しい上に、経済産業省、広島県、鳥取県、福岡市な
ど他自治体とのフランス展開実績も豊富にあるため。

第 ２ 号

21
産業労働部
産業振興課

令和６年度おかや
ま組込みシステ
ム・AI実践講座運
営事業

令 和 6年 5月 15日
（大）岡山県立大学
岡山県総社市窪木１１１

9,968,996

　本事業は、企業が抱えるDX課題を解決できる人材育成を目的
としており、受託者が課題を理解し、最新のDXツールやセキュ
リティ技術などに関する十分な知見を有し、講演・演習を企
画・実施できる能力・体制が必要である。以上により、県内の
高等教育機関であり、本事業の目的を達成できる資質を有する
者との契約が必要であり、単純な価格競争による入札には適さ
ない。

第 ２ 号

22
農林水産部
組合指導課

農業近代化資金管
理システム更新業
務

令 和 6年 5月 29日
（株）日立システムズ　岡
山支店
岡山市北区柳町２－１－１

4,422,000

　当該業者は、本システム及び農業近代化資金利子補給事業を
熟知した唯一の業者である上に、今後の制度改正等による出力
帳票の変更等軽微なデータ修正を行う必要もあることから、当
該業者以外には業務を行うことはできず、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

23
土木部
技術管理課

令和６年度公共事
業総合情報システ
ムに係る保守管理
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

富士通Ｊａｐａｎ（株）岡
山・山陰公共ビジネス部
岡山市北区磨屋町１０－１
２

26,791,131

　公共事業総合情報システム（事業執行システム）は、独自プ
ログラムを活用し開発しており、これに係る著作権を富士通Ｊ
ａｐａｎ株式会社が保有している。
　本業務は、定期的なサーバメンテナンスのほか、障害時の対
応や比較的簡易な仕様変更に係る改修を行うものであり、独自
プログラムの修正が必要であることから、著作権を所有する富
士通Ｊａｐａｎ株式会社以外のものが業務を行うことはできな
いため、契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

24
土木部
技術管理課

事業執行システム
Ｒ６年度機能改修
業務（総合評価落
札方式（チャレン
ジ型）の評価項目
の見直し対応）

令 和 6年 4月 19日

富士通Ｊａｐａｎ（株）岡
山・山陰公共ビジネス部
岡山市北区磨屋町１０－１
２

8,511,888

　公共事業総合情報システム（事業執行システム）は、独自プ
ログラムを活用し開発しており、これに係る著作権を富士通Ｊ
ａｐａｎ株式会社が保有している。
　本業務は、総合評価の評価項目の見直しに伴い、入力画面及
び帳票レイアウトの変更を行うため、独自プログラムの修正が
必要となる。独自プログラムの著作権を有する富士通Ｊａｐａ
ｎ株式会社以外のものが業務を行うことはできないため、契約
の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

25
土木部
技術管理課

令和６年度
岡山県電子入札共
同利用システム改
修業務
（Weblogic12c検証
作業）

令 和 6年 4月 24日
東芝デジタルソリューショ
ンズ（株）中国支社
広島市中区鉄砲町７－１８

2,144,120

　当該業務は、平成28年度に県が実施した岡山県電子入札共同
利用システム構築業務委託プロポーザル競技において、システ
ムの性能及びコスト、保守、研修体制等を総合的に評価・選定
され構築された岡山県用の電子入札システムについて、改修を
するものであり、システムの著作権を同社が保有している。こ
のため、同社以外のものが業務を行うことはできないことか
ら、契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

4
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26
土木部
技術管理課

令和６年度岡山県
土木工事標準積算
基準書等作成業務

令 和 6年 4月 26日
（公財）岡山県建設技術セ
ンター
岡山市北区首部２９４－７

2,453,000

　岡山県土木工事標準積算基準書等の作成を行うためには、基
準書の内容に精通しているとともに、その内容を反映した本県
の積算システムに関する高度な知識と経験が必要である。
  左記の法人は、県、市町村職員及び建設業従事者の専門的な
知識や技術習得のための研修を行うことを目的に、岡山県、市
町村及び建設業関連団体からの出捐により設立された機関であ
る。当該法人の本県土木工事に関する積算業務については、本
県と同一の積算システムを利用し、基準書の内容に精通した職
員による工事発注図書の積算実績が豊富である。
　このことから、左記法人は、本業務を確実に履行できる能力
を有している唯一の機関である。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

27
土木部
技術管理課

令和６年度次期岡
山県土木工事積算
システム構築業務

令 和 6年 5月 10日

富士通Ｊａｐａｎ（株）岡
山・山陰公共ビジネス部
岡山市北区磨屋町１０－１
２

26,224,000

　岡山県土木工事積算システムは、富士通Japan株式会社が開
発した｢公共事業設計積算システム(ESTIMA)｣を基本に、同社が
岡山県仕様に開発したものであり、同システムに関する著作権
は同社が所有している。
 次期積算システムの構築は、当県が現在使用中のESTIMAの
バージョンアップ対応であり、同システムのプログラムが必要
となるため、著作権を有する富士通Japan株式会社以外の者が
業務を行うことができないため、契約の性質又は目的が競争入
札に適さない。

第 ２ 号

28
土木部
道路整備課

岡山県道路施設情
報管理システム
OS,DB更新業務

令 和 6 年 5 月 2 日

基礎地盤コンサルタンツ
（株）岡山支店
岡山市北区今３－１９－１
０

4,928,000

　本業務は、岡山県道路施設情報管理システムのＯＳ、データ
ベース管理ソフトの更新業務であり、開発及び保守を行ってい
る同社以外では、システム運用に支障を与えることなく実施す
ることが困難であるため。

第 ２ 号

29
土木部
道路整備課

岡山県冬期道路気
象情報システム
積雪計交換・気象
検定取得業務

令 和 6年 5月 10日

基礎地盤コンサルタンツ
（株）岡山支店
岡山市北区今３－１９－１
０

4,070,000

　本業務は、岡山県冬期道路気象情報システムの観測機器（積
雪計）更新業務であり、開発及び保守を行っている同社以外で
は、システム運用に支障を与えることなく実施することが困難
であるため。

第 ２ 号

30
土木部
道路整備課

令和６年度岡山県
道路防災情報管理
システムデータ更
新業務

令 和 6年 5月 10日

基礎地盤コンサルタンツ
（株）岡山支店
岡山市北区今３－１９－１
０

1,408,000

　本業務は、岡山県道路防災情報管理システムに登録されてい
る防災カルテデータの更新業務であり、開発及び保守を行って
いる同社以外では、システム運用に支障を与えることなく実施
することが困難であるため。

第 ２ 号

5
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31
土木部都市局
都市計画課

児島湖流域下水道
施設再構築基本設
計（ストックマネ
ジメント計画）業
務

令 和 6年 5月 24日
日本下水道事業団
東京都文京区湯島２－３１
－２７

42,000,000

　児島湖流域下水道における処理場（以下浄化センタ―）及び
管路施設について、老朽化する施設を計画的かつ効率的に管理
するため、第２期ストックマネジメント計画策定業務を委託す
るものであるが、計画の策定にあたっては、土木・建築・機
械・電気・化学等、各種分野の総合的技術力をもって遂行する
必要がある。また、本業務は、第１期ストックマネジメント計
画による改築工事実施後の計画見直し業務であり、現在供用中
の浄化センターにおける点検・調査を含み、計画内容及び浄化
センターの施設状況に精通した上で、業務を実施する必要があ
る。
　左記事業団は、地方公共団体の出資により国土交通大臣の許
可を受け設立された地方共同法人であり、下水道施設に関する
専門技術者及び優れた実績が擁し、下水道整備に関する耐震設
計や改築に豊富な経験と実績を有している。また第１期ストッ
クマネジメント計画策定業務を受託した実績があり、浄化セン
ターの現場状況に精通していることから、本県の代行・支援機
関として多岐にわたる事務を遂行できると期待されるため。

第 ２ 号

32
土木部都市局
都市計画課

児島湖流域下水道
浄化センターの実
施設計（詳細設
計）業務

令 和 6年 5月 24日
日本下水道事業団
東京都文京区湯島２－３１
－２７

50,000,000

　児島湖流域下水道浄化センタ―（以下浄化センタ―）におけ
る施設の老朽化対策工事及び耐震化工事を行うにあたって必要
な実施設計業務（以下設計業務）を委託するものであるが、浄
化センターの設計業務にあたっては土木・建築・機械・電気・
化学等、各種分野の総合的技術力をもってて遂行する必要があ
る。
　また、本設計業務は、現在供用中の浄化センターでの工事に
係る設計業務であり、浄化センターの施設状況に精通した上
で、最適な施行計画を構築する必要がある。
　左記事業団は、地方公共団体の出資により国土交通大臣の許
可を受け設立された地方共同法人であり、下水道施設に関する
専門技術者及び優れた実績を擁し、下水道整備に関する耐震設
計や改築に豊富な経験と実績を有している。また、浄化セン
ターの建設当初から処理場建設等の業務を受託し、浄化セン
ターの現場状況に精通しており、本県の代行・支援機関として
多岐にわたる事務を遂行できると期待されるため。

第 ２ 号

33
土木部都市局
建築指導課

盛土等管理システ
ム整備業務

令 和 6年 5月 13日
（株）パスコ岡山支店
岡山市北区本町２－５

16,500,000

　当該業務は、既存システムであるおかやま全県統合型GIS内
に盛土等の情報を管理する機能等を追加するものであり、既存
システムと密接不可分な関係にあるシステムの構築・改良で、
プログラムの著作権を所有している同社以外は、既存システム
を使用することができないことから、契約の性質又は目的が競
争入札に適しないため。

第 ２ 号

34
出納局
内部事務課

会計年度任用職員
の勤勉手当支給等
に係る給与システ
ム改修業務

令 和 6 年 5 月 2 日
（株）アイシーエス
盛岡市松尾町１７－１０

5,170,000

　給与システムの開発業務を当該業者へ委託しているが、本業
務は、給与システム全体への影響を勘案した改修作業を行う必
要があり、本業務を実施できるのは、給与システムの開発業者
である当該業者以外にいないため。

第 ２ 号

6


